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昭和27年 :下水道事業に着手（船見処理区）
昭和39年 :船見下水処理場の運転開始
昭和39年 :新潟地震被災（下水道施設に甚大な被害）
昭和42年 :船見下水処理場の運転再開
昭和55年 :中部下水処理場の運転開始
平成18年 :地方公営企業法を一部適用（公営企業化）
平成19年 :政令指定都市へ移行
平成20年 :下水処理施設（島見、白根）の包括的民間委託を導入
平成21年 :新潟市下水道中期ビジョン策定
平成31年 :第二次新潟市下水道中期ビジョン策定
令和4年 :管路施設の包括的民間委託を導入（中央区他）
令和6年 :能登半島地震被災（周辺道路の液状化等により下水道施設も被害）

令和6年 :第二次新潟市下水道中期ビジョン改訂
（ウォーターPPPなどの官民連携手法の導入を取組指標に）

新潟市下水道事業の変遷
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新潟市の下水道事業の課題
 組織体制（ヒト）の課題
  下水道に関する職員の人数は年々減少しており、今後も減少する見込み
  施設の老朽化に伴う業務量の増加に加え、耐震化・耐水化等の他事業への対応も必要  
  → 職員不足により下水道機能・サービス水準の維持に影響
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新潟市の下水道事業の課題
 施設（モノ）の課題
  管路、処理場、ポンプ場などの老朽化施設が今後急増
  → 道路陥没や設備故障の頻発化、今後の業務量の増加
  
  

80% 41% 56%

耐用年数を超過した管渠延⾧

老朽管が急増

耐用年数を超過した処理場・ポンプ場資産数

71%52%

耐用年数超過
資産（設備）
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:実績値

:予測値

新潟市の下水道事業の課題
 財政（カネ）の課題
  老朽化施設の増加による維持管理費及び建設改良費の増加               
  人口減少や節水意識の高まりなどによる下水道使用料の減収

:実績値

:予測値

出典:第二次新潟市下水道中期ビジョン（改訂版）（R5は実績値を反映）
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新潟市下水道事業の課題

下水道部の職員数は減少傾向に
あり、今後も同様の傾向が続けば、
下水道機能・サービス水準の維持
に影響

維持管理費及び建設改良費の
増加の一方で下水道使用料は減
収する見込みであり、
市の財政状況は一層厳しくなる

耐用年数を超過する資産が増加
してきており、適切に維持管理が
なされなければ、事故・故障が頻
発し、業務量が増加する

官民連携手法の導入

このような状況の中、下水道事業の課題解決
に資する官民連携の取組を推進

組織
体制
(ヒト)

施設
(モノ)

財政
(カネ) 今後も安心・安全で持続可能な下水道サービス

を提供するため、ウォーターPPPを導入し、   
予防保全型維持管理へのレベルアップを目指す

下水処理場
白根中央浄化センター、島見浄化センターに
包括的民間委託を導入（平成20年）

管路
中央区等の一部エリアに包括的民間委託を
導入（令和4年)
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ウォーターPPPの推進
令和５年度に国の「PPP/PFI推進アクションプラン」が改訂され、新たな官民連携の取組となる     
ウォーターPPPが示されました
ウォーターPPPは、従来の包括的民間委託の発展形であり、より効果的に自治体が抱える課題解決に  
資することが期待されています

出典:PPP／PFI推進アクションプラン
（令和５年改定版）の概要:内閣府HP

アクションプランにおける
ウォーターPPP事業化の目標件数

出典:下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 1.2版
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国費支援について
令和9年度以降の汚水管の改築に係る国費支援（交付金等）に関して、ウォーターPPPの公募開始
が原則要件化されます
国費支援の有無が今後の汚水管の改築事業に大きく影響するため、早期のウォーターPPP導入を   
目指しています。

出典:下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 第1.2版
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ウォーターPPPの定義
・ 公共施設等運営事業（コンセッション事業）［レベル4］
 自治体が施設の所有権を保有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定する方式
・ 管理・更新一体マネジメント方式［レベル3.5］

コンセッションに準ずる効果が期待できる官民連携方式（下記4要件を満たす民間委託）
  ①⾧期契約 ②性能発注 ③維持管理と更新の一体のマネジメント ④ プロフィットシェア

出典:下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 1.2版

4要件の趣旨

新潟市が目指すウォーターPPP事業

Ⅰ
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出典:下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 第1.2版

管理・更新一体マネジメント方式［レベル3.5］
 要件①⾧期契約
  事業期間は、10年間とする予定です



仕様発注と性能発注の違い

仕様発注 性能発注

業務方法等について、委託者（自治体）が
詳細に仕様を規定し、受託者は規定された
仕様に従い忠実に業務を実施する発注方式

委託者は必要な性能（要求水準等）を示し、
それを達成するための業務の詳細な実施方法は
受託者に委ねる発注方式

3. 検討中の事業内容
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出典:下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 第1.2版

管理・更新一体マネジメント方式［レベル3.5］
 要件②性能発注
  発注方式は、性能発注を原則とするが、管路については、仕様発注から開始し、段階的に性能

発注へと移行する方式を検討中です
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管理・更新一体マネジメント方式［レベル3.5］
 要件③維持管理と更新の一体マネジメント
  事業方式には、維持管理業務に加えて、       

更新計画案作成まで含む更新支援型と、             
さらに改築工事までを含める更新実施型があります

  

新潟市で検討中の方式

施設 方式

管路 更新支援型
（更新計画案作成まで）

下水処理場・ポンプ場 更新実施型

出典:下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 第1.2版

 本市では、施設ごとに異なる方式の導入を      
検討しています

 管路は、包括的民間委託からの段階的な       
レベルアップとして更新支援型の導入を検討し、

 処理場・ポンプ場は、機械・電気職の不足
 が深刻なため、改築工事までを含めた
 更新実施型の導入を検討しています
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管理・更新一体マネジメント方式［レベル3.5］
 要件④プロフィットシェア
  プロフィットシェアの仕組みを導入します。仕組みの詳細（発動条件、配分比率など）は今後改定が

予定されているウォーターPPPガイドラインの動向や、マーケットサウンディングの結果を踏まえ検討します
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出典:下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 第1.2版

ウォーターPPP事業の対象範囲
  職員の業務負担軽減や業務量確保などの観点から、他処理区と比べて事業規模が大きく、高い

導入効果が期待できる船見処理区および中部処理区を導入処理区として検討しています
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処理区 船見、中部、白根、島見
東部、新津、北部、西部 船見、中部 割合

処理人口 683,512 人 275,358 人 40%

管路 総延⾧ 3,882 km 1,206  km 31%

管路 50年経過延⾧ 179 km 142 km 79%

施設数 下水処理場 4 箇所 2 箇所 50%

施設数 ポンプ場 55 箇所 21 箇所 38%

維持管理費（管路） 392 百万円／年 191 百万円／年 49%

建設改良費（管路） 1927 百万円／年 1506 百万円／年 78%

維持管理費（処理場・ポンプ場） 1465 百万円／年 959 百万円／年 65%

建設改良費（処理場・ポンプ場） 2,108 百万円／年 1,855 百万円／年 88%

※ 割合は、全処理区に対する船見処理区及び中部処理区を対象とした場合の比率
※ 維持管理費及び建設改良費は過年度（直近5年程度）の平均概算額
※ 建設改良費は改築等に係る工事を集計した概算額
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船見下水処理場

①早川堀②川端

⑨関新

④白山
③白山公園

⑧関屋

⑱姥ケ山中継

⑰曽野木中継

⑦下所島

⑤万代

⑥古信濃川

⑩坂井輪

⑪小新⑫大曲

⑭上新栄町中継

⑮五十嵐東中継

⑯五十嵐の町中継

⑲姥ケ山雨水

㉑平島

中部下水処理場

⑬浦山中継

⑳上新栄町第1中継

施設 船見処理区 中部処理区

管路延⾧ 104 km 1,102 km

マンホールポンプ 3か所 134か所

下水処理場 船見下水処理場 中部下水処理場

ポンプ場 3か所 18か所
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項目 検討中の事業内容

官民連携方式 管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）

事業期間 10年間（令和9年度～事業開始予定）

対象処理区 船見処理区及び中部処理区

対象施設 対象処理区内の管路、マンホールポンプ、下水処理場、ポンプ場
のいずれか、または全て

対象業務 管路・マンホールポンプを対象とする場合
下水処理場・ポンプ場を対象とする場合

:更新支援型
:更新実施型

現時点で検討中の事業内容



3. 検討中の事業内容

19

ウォーターPPP導入により期待される効果

出典:下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 第1.2版

自治体側のメリット 民間事業者側のメリット
 民間企業のノウハウや技術力を活用す

ることで業務を効率化
 各種業務の集約化により

業務負担を軽減
 予防保全型維持管理への移行

 ⾧期契約による安定的な雇用確保・
業務の平準化（持続的な事業運営）
スケールメリットを活かした利益の創出
契約等の事務負担の軽減
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マーケットサウンディングについて
 ガイドラインでは、事業範囲とする処理区内のすべての施設等を対象としない場合、マーケットサウン
ディング等の、客観的な情報に基づいて整理することが定められています。
  マーケットサウンディングでは、アンケート調査やヒアリング等により、民間事業者の皆さまから     
対象施設や対象業務等に関するご意見を広く求め、 事業内容等の検討に活用することを予定して
います。 ぜひご協力くださいますよう、お願いいたします。

出典:下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 第1.2版
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概要

HP公表日 令和7年3月11日（火）

回答期限 令和7年3月31日（月）16:00まで

回答方法
E-mail（電子データ）

※pdf等には変換せず、エクセル形式での提出をお願いします。

調査項目
の概要

① 新潟市ウォーターPPP事業への関心や参入意欲
② 新潟市ウォーターPPP事業の対象施設・対象業務
③ 管路の性能発注
④ プロフィットシェア

アンケート結果
公表日 4月下旬以降

アンケート調査の概要
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R6.4 R7.4 R8.4 R9.4

導入可能性調査 導入詳細検討 発注

公募
契約

マーケットサウンディング（アンケート調査）
R7.3

マーケットサウンディング（ヒアリング）
R7下半期予定

対象施設・対象業務などに関するご意見
を伺う予定です。



参考資料
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1. ウォーターPPPの概要:内閣府
https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/water_gaiyou.pdf

2. 官民連携（ＰＰＰ／ＰＦＩ）の活用:国土交通省
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000585.html

3. 下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 第1.2版（令和６年11月11日）
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/WP3GLver.1.2.pdf

4. 下水道分野におけるウォーターPPP（主に管理・更新一体マネジメント方式）に関するQ&A（令和６年4月24日）
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001739997.pdf

5. 下水道事業におけるPPP/PFI手法選択のためのガイドライン（案）改正検討会:国土交通省
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000781.html

6. ウォーターPPP導入検討の進め方について／PPP/PFI手法選択ガイドライン令和4年度改定版(パワーポイント版)
＋管理・更新一体マネジメント方式

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001617903.pdf

7. 新潟市の下水道に関する情報
https://www.city.niigata.lg.jp/kurashi/jyogesuido/gesui/index.html



参考（用語の説明）

24

• 維持管理と更新（改築）の一体マネジメント
維持管理と更新を一体的に最適化するための事業方式であり、維持管理と更新を一体的に
実施する「更新実施型」と、更新計画案の策定やコンストラクションマネジメント（CM）により
地方公共団体の更新を支援する「更新支援型」の２方式がある。また、この管理・更新一体マ
ネジメント方式を、ウォーターPPP（レベル3.5）と呼ぶ

• コンストラクションマネジメント（CM）
発注者の補助者・代行者であるコンストラクション・マネジャー（CMr）が、技術的な中立性を
保ちつつ発注者の側に立って、設計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、コスト管理な
どの各種マネジメント業務の全部又は一部を行うもの

• コンセッション（レベル4）
公営施設等運営事業。管理者（市）は運営権者（事業者）に運営権を設定。運営権に
より、運営権者（事業者）は原則として利用者（市民）から収受する下水道利用料金によ
り事業を運営する方式
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• 性能発注
発注者が求めるサービス水準を明らかにし、事業者が満たすべき水準の詳細を規定した発
注のこと。PFI事業については、仕様発注方式よりも性能発注方式の方がPFI法の主旨で
ある「民間の創意工夫の発揮」が実現しやすくなる。
一方で、仕様発注（方式）は、発注者が施設の構造、資材、施工方法等について、詳細
な仕様を決め、設計書等によって民間事業者に発注する方式

• ストックマネジメント
⾧期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮し、優先順位付けを
行ったうえで、施設の点検・調査、修繕・改善を実施し、施設全体を対象とした施設管理を
最適化すること

• 統括・マネジメント業務
適正な事業運営を目的として、維持管理・計画・改築更新等の多岐にわたる業務を統括
的に管理すること。これまで発注者側の役割であったものを、事業者側が実施するため、
ウォーターPPP業務に含む場合は適切な積算により事業費に反映する
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• JV（ジョイントベンチャー、共同企業体）
企業が単独で受注を行う通常の場合とは異なり、複数の企業が、一つの業務を受注、履行
することを目的として形成する事業組織体のこと

発注者

JV（共同企業体）

契約等

構成員（B社） 構成員（C社） 構成員（D社）

代表企業（A社）
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• SPC（特別目的会社）
資産の流動化に関する法律に基づき、特定の事業の実施を目的として設立される法人、ある
特別の事業を行うために設立された事業会社のこと
PFI事業やコンセッション方式では、公募提案する共同企業体が、新会社（＝SPC）を設立
して、建設・運営・管理にあたることが多い

出典:下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 第1.2版


